








































































































































































































































































































































































































































































東洋法学　第65巻第 1号（2021年 8 月）
JASRACは徴収額を10～20億円と見込んでいるため、0．25％という料率を適用
すると、徴収額は 1～ 2億円となる。これではコストがかかり過ぎるため、
JASRACは音楽教室事業者からの使用料徴収を実質的に諦めざるを得ないだろ
う（13）。
　評釈者の判例評釈を含めて、原判決に対する批判は極めて多かった（14）。とり
わけ、音楽教室における生徒による演奏主体を音楽教室事業者とした判断に対
しては、厳しい指摘がなされていた。したがって、本判決により、生徒による
演奏主体を音楽教室事業者ではなく、生徒とした判断については、多くの法律
家が首肯するところであろう。しかしながら、カラオケ法理や枢要な行為論を
支持する裁判官が潜在的に存在している可能性は、決して低くない。そのため
には、間接侵害の法理論をさらに深化させ、合理的かつ説得力のあるものにす
る必要があるだろう。
 ―あんどう　かずひろ・東洋大学法学部教授―
（13）　上野・前掲注（ 1）38頁は「もし生徒による演奏に演奏権が及ばないと解するならば、使用料
請求の対象や額には一定の影響があるはずである。なぜなら、一般に、生徒が演奏しないレッス
ンはないとしても、教師が演奏しないレッスンはあるように思われるところであり、また、教師
の演奏時間は生徒より短い場合が多いようにも思われるからである」と指摘する。
（14）　古川・前掲注（ 1）61頁は「判決の内容を検討することで、その結論に至るまでの法的な理由
付けや事実認定に違和感を感じ、判旨に全面的に賛成できないと感じた者も少なくないであろう。
その違和感の原因としては、音楽教室における音楽著作物の利用主体の認定と、その認定を前提
とした各争点についての結論先取りとも感じられる事実認定ではないかと思われる」と述べてい
る。日向央「音楽教室の演奏は『聞かせる目的』があるか」情報調査556号（2020年）77頁は、
原判決について「本判決はその全体を通して、法律専門家である裁判官の論証としては誤りが多
すぎるため、JASRACを完全勝訴とした判決の結論それ自体が、きわめて疑わしく思われる状況
になっている」と指摘する。
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音楽教室における生徒の演奏に対して、演奏権侵害が否定された事例〔安藤　和宏〕
